
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護支援専門員の資格管理・手続き 

ガ イ ド ブ ッ ク（保存版） 

長崎県長寿社会課 

 

 

介護支援専門員として従事していくための、

重要な事項が記載されています！ 

 

このガイドブックは、手元に置いて 

大切に保管してください！ 
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はじめに 

 

  地域包括ケアシステムの構築に向けて、ご高齢の皆様が、県内のどこに居ても、住み慣

れた地域で暮らし続けることができるよう、また、長崎で暮らして良かったと思っていた

だけるように、医療職をはじめとする多職種との連携・協働の中心となり、専門的な見地

からケアマネジメントを実践する介護支援専門員の役割は、今後、益々重要なものとなっ

て行きます。 

  このガイドブックは、介護支援専門員実務研修受講試験に合格した皆様が、今後、その

資格をどのように管理していけば良いのかという点について理解を深めていただくため

に作成しました。 

  当ガイドブックをお手元に保存いただき、ご活用いただければ幸いです。 

 

１． 介護支援専門員（資格管理）について 

（１）介護支援専門員の定義（介護保険法第 7 条第 5 項） 

・介護保険法において「介護支援専門員」とは、要介護者又は要支援者（以下「要

介護者等」という。）からの相談に応じ、要介護者等がその心身の状況等に応じ

て、適切な介護保険サービス等を利用できるよう市町村、介護サービス事業者

等との連絡調整等を行い、要介護者等が自立した日常生活を営めるよう支援を

行う者で、そのために必要な援助に関する専門的知識及び技術を有する者とし

て、介護保険法第６９条の７第１項の介護支援専門員証の交付を受けた者を言

います。 

 

（２）介護支援専門員の義務等（介護保険法第 69 条の 34～37） 

 ・介護支援専門員は、その業務を行うに当たり、関係者から請求があったときは、

介護支援専門員証を提示する義務（介護保険法第６９条の９）があるほか、介護

保険法第６９条の３４～３７には、次の義務が定められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・介護保険法第６９条の３４～３７までの規定に違反した場合や、これらの義務違

反に関して都道府県から報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をした

場合等において、都道府県知事は登録を消除できる旨の定めがあります（第６９

条の３９第２項） 

 

① 人格尊重のうえ、要介護者本位で多様かつ不偏のサービスの確保に

向けた公正・誠実な業務遂行。省令基準を遵守した業務遂行（第

69 条の 34） 

② 専門員証の不正使用・他人への名義貸しの禁止（第 69 条の 35） 

③ 信用失墜行為の禁止（第 69 条の 36） 

④ 秘密保持義務（第 69 条の 37） 
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  ・また、介護支援専門員証の交付を受けていないものが、介護支援専門員として業務を

行った場合、都道府県知事は登録を消除しなければならない旨の定めがありますので

留意ください（第６９条の３９第３項）。 

 

 

 

※重要事項です！！ 

 

詳しくは、Ｐ１２の「更新手続きの徹底について」、及び、 

巻末の介護保険法の関係条文を参照ください。 

 

 

 

（３）介護支援専門員の資格管理について 

・（２）に記載した義務などから、介護支援専門員実務研修受講試験に合格しただ

け、実務研修を修了しただけでは、介護支援専門員としての資格はなく、実務

に従事することはできません。 

 

  ・まずは、実務研修修了後３ヶ月以内に、介護支援専門員の登録申請を行うこと

で、県が管理する介護支援専門員資格登録名簿に登録されます。 

 

  ・さらに、介護支援専門員証の交付を受けることで、初めて介護支援専門員とし

ての実務に従事することができます。 

 

 

  ・今後、皆さんがご自分の介護支援専門員としての資格管理を行う場合、次の３通りの

状況の違いにより、受講が必要な研修や申請手続きも変わってきますので留意くださ

い（Ｐ８の介護支援専門員の研修受講体系例参照）。 

    

① 介護支援専門員証の交付を受けて実務に従事している場合         

② 介護支援専門員証の交付を受けているが実務に従事していない場合 

③ 名簿への登録のみで介護支援専門員証の交付を受けず、５年以上経過した場合 

又は、介護支援専門員証の有効期間が満了している場合 

 

 

 

 



4 

 

２．長崎県介護支援専門員名簿への登録について 

（１）登録について 

  ・介護支援専門員実務研修受講試験に合格し、かつ、県の介護支援専門員実務研修の課

程を修了したものは、介護支援専門員名簿への登録を受けることができます。 

 

   

 

・なお、次のいずれかに該当する場合には登録を受けることはできません。 

   （第６９条の２） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）登録の方法と登録番号について 

  ・介護支援専門員実務研修修了後、「介護支援専門員登録申請書（様式第１号）」に必要

書類を添付して（Ｐ１５を参照）、県の長寿社会課へ申請してください。 

 

  ・登録が完了すると、県から登録通知書を郵送します。この通知書には、皆さんの固有

の登録番号と登録日が記載されていますので、大切に保存してください。特に、介護

支援専門員証の交付を受けない方は、県の名簿に登録済みであることを証明できる唯

一の書類となりますので、ご留意ください（再発行はできません）。 

 

・登録と同時に、介護支援専門員証の新規交付を希望する場合は、別途、第９号様式（Ｐ

２３を参照）による申請が必要です（「３．介護支援専門員証の交付について」を参

照）。 

 

＜介護支援専門員の欠格事項＞ 

①心身の故障により介護支援専門員の業務を適正に行うことができな

い者（精神の機能の障害により介護支援専門員の業務を適正に行う

に当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができ

ない者） 

②禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行をうけること

がなくなるまでの者 

③介護保険法その他国民の保健医療・福祉に関する法律で政令で定める規

定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行をうける

ことがなくなるまでの者 

④登録の申請前５年以内に居宅サービス等に関し、不正または著しく不当

な行為をした者 

⑤業務禁止の処分を受けて、その禁止期間中に登録が消除され、まだその

期間が経過しない者 

⑥登録消除の処分を受け、その処分日から５年を経過しないもの 

⑦登録消除の処分について通知があった日から処分をする日又は処分を

しないことの決定日までの間に登録消除を申請し、その消除日から５年

を経過しない者 
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（参考：登録通知書） 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・なお、登録に有効期間はありませんが、１．（２）に前述しましたように、介護保険

法に定める義務違反等の信用失墜行為等があった場合には、登録を消除されること

があります。また、介護支援専門員証の交付を受けずに、介護支援専門員として業務

を行った場合には登録が消除されますので、ご留意ください（法第６９条の３９）。 

 

３．介護支援専門員証の交付について 

（１）介護支援専門員証の交付申請と有効期間について 

 ・介護支援専門員証の交付を受けるには、様式１・２号（Ｐ１５、１６）による登録申

請（県の介護支援専門員名簿への登録）に併せて、様式９号（Ｐ２３）に必要書類を

添付して、交付申請を行うことが必要です。 

 

・登録と同時に交付が必要でない方は、登録後５年以内であれば、様式９号によりいつ

でも交付申請を行うことが可能です。（登録後５年を経過した後に交付申請を行う場

合は、再研修の受講が必要になります。） 

 

  ・介護支援専門員証の有効期間は５年です。 

 

  ・なお、介護支援専門員証の交付を受けずに、又は、有効期間が切れているにも関わら

ず介護支援専門員として業務を行った場合は、勤務先の事業所の介護報酬の返還や指

定取り消しなどの処分の対象となることがあります。 

  ※ （参考：専門員証のイメージ図） 

 

 

 

今後、申請書類等に記載し

ていくことになる 

登録番号と登録年月日が 

記載されている大切な書類

です！ 
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（２）介護支援専門員証の有効期間の更新について 

  ・有効期間を更新するためには、有効期間満了前までに、所定の研修を受講した上で、

県に更新申請（様式第９号）を行う必要があります（Ｐ２３参照）。 

 

  ・有効期間については、Ｐ１１の「資格管理メモ」等を活用し、自己管理をしていただ

きますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有効期間満了日を必ず確認！ 

・有効期間が切れるとケアマネ 

としての業務に就けません！！ 

 

有効期間については各自把握をしましょう！ 

 

更新のために必要な研修については、 

研修一覧及び研修受講体系例を 

参照してください！！（P7～８） 
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４．各種研修について 

（１）研修体系について 

  ・法定研修については、介護保険法施行規則に基づき、厚生労働大臣が定める基準によ

り実施することとなっており、介護支援専門員の養成段階で行う実務研修や現任者を

対象とした研修等を体系的に実施することにより、介護保険制度の基本理念である利

用者本位、自立支援、公正中立の理念を徹底し、その専門性の向上を図ることにより、

利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメントを実現することを目的としてい

ます。（令和２年度の法定研修から研修の一部にオンライン研修を導入しています。） 

 

○研修の種類と受講対象者 

 

※研修や受講要件の詳細については、年度当初に県のホームページ等で公表します。 
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○介護支援専門員の研修受講体系 

 

 

・介護支援専門員としての資格管理を行う場合、状況の違いにより、受講が必要な研修や

申請手続きも変わってきます。 

 

・介護支援専門員としての登録後に必要な研修について、次の３つのパターンに分けてご説

明します。  

① 介護支援専門員証の交付を受けて実務に従事している場合         

② 介護支援専門員証の交付を受けているが実務に従事していない場合 

③ 名簿への登録のみで介護支援専門員証の交付を受けず、５年以上経過した場合 

又は、介護支援専門員証の有効期間が満了している場合 
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① 介護支援専門員証の交付を受けて実務に従事している場合  

・実務に従事している方が初めての更新を行う場合は、「更新研修（課程Ⅰ）又は専門

研修（課程Ⅰ）」及び「更新研修（課程Ⅱ）又は専門研修（課程Ⅱ）」の受講が必要で

す。 

 

・専門研修と更新研修のカリキュラムや時間数等は同じですが、受講できる時期や要件

が違います。 

 

  ・専門研修は、証交付から１年目～４年目の間に、実務経験の期間に応じて受講するこ

とができます。更新研修は、有効期間が概ね１年以内に満了する方が受講することが

できます。 

 

・実務についている方で、有効期間満了後も引き続き実務に就く予定の方は、必ず更新

に必要な研修を受講し、有効期間満了前までに県に更新申請を行ってください。（Ｐ

６、Ｐ１２参照） 

 

② 介護支援専門員証の交付を受けているが実務に従事していない場合 

  ・実務に従事していない方は「更新研修（実務未経験者）」の受講で更新申請ができま

す。 

 

  ・有効期間が満了しても、県の登録から削除されるわけではありませんので、実務に就

いていない方は、必ずしも更新手続きをする必要はありません。必要となったときに

「再研修」を受講すると、証の交付を受けることができます。 

 

・ただし、「再研修」の開催時期と実務に就く時期のタイミングが合わない場合も考え

られますので、いつでも実務に就けるようにしておきたい方は、更新手続きをしてお

くことをお勧めします。 

 

③ 名簿への登録のみで介護支援専門員証の交付を受けず、５年以上経過した場合  

又は、専門員証の有効期間が満了している場合 

  ・介護支援専門員の登録のみで専門員証の交付を受けずに５年以上経過した方、専門員

証の有効期間が満了している方は、「再研修」を受講することで、専門員証の交付を

受けることができます。 

 

  〇更新が２回目以降の方の更新方法 

・前回の更新申請の状況や、実務に就いているかどうかでパターンが３つありますの

で、Ｐ８の図の右側を参照してください。  

 

 

 

 

 

 



10 

 

④ その他 

 

・毎年の研修実施計画については、県のホームページに掲載するほか、介護支援専門員

を必置としている各事業所あてに、各種研修の募集要領を送付します。 

   

・ご自分で資格管理を行い、必要な研修を確実に受講いただくようお願いいたします。 

 

  ・また、研修の開催回数や開催場所は、受講者数によって変更になる場合もありますの

で、詳細は適時県のホームページで確認するか、下記の研修指定実施機関（研修申込

先）に直接お問い合わせください。 

    

 ○指定研修実施機関 

      住所 長崎市茂里町３番２４号 総合福祉センター県棟４階 

      機関 長崎県介護支援専門員協会 

      ℡  ０９５－８９３－６１５２ 
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○登録が完了したら、「登録通知書」が自宅に郵送されてきます。通知書には、登録番号

と登録日が記載されていますので、以下にメモをしましょう。 

 

   登録番号               

 

   登録年月日      年   月   日 

 

 

  ○併せて、介護支援専門員証の有効期間を以下にメモしましょう。 

 

    有効期間        年   月   日 から 

 

                年   月   日 まで （５年間） 

 

 

  ○有効期間の更新には、有効期間が切れる前までに、必要な研修を受ける必要がありま

す。有効期間満了日の１年前から更新研修の開催日を確認しないと、更新が難しくな

ります。 

 

    有効期間が切れる１年前は、      年     月 で、   年度です。 

 

      年度の研修の開催日を、  年の３月～４月（※）に確認する必要があります。 

 

   （例）令和９年６月に有効期間が切れる場合 

有効期間が切れる１年前は、令和８年６月で、令和８年度です。 

令和８年度の更新研修の開催日を令和８年の３月～４月（※）に確認する必要 

があります。 

 

  （※）研修日程の公表時期や研修申込時期などは、年度によって変わる可能性がありま

す。 県のホームページに公表時期の予定を掲載しますので、定期的にご確認くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

介護支援専門員資格管理メモ 
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※県からの重要なお知らせです。必ずお読みください。 

 

○介護支援専門員証の更新には、県への申請が必要！！ 

・介護保険法第６９条の８では、「介護支援専門員証の有効期間は、申請により更新」す

る規定となっており、更新研修や専門研修を受講しただけでは有効期限は更新されませ

ん。 

・有効期間満了日前までに更新手続きが完了するよう、余裕を持って申請してください。 

 ・有効期間満了日前までに更新手続きが行われなかった場合は、更新に必要な研修を受講

されていても、改めて、「介護支援専門員再研修」を受講していただくことになります。 

 

 

○郵送で更新書類を提出する際は、必ず「簡易書留」等の利用を！！ 

 ・有効期間満了後に届いた申請書類は、受理できません。 

 ・郵送についてのトラブルを防止するため、今後は、必ず「簡易書留」など配達記録で送

付を証明できる方法で郵送してください。 

 

 

○専門員証の更新をせずに業務に従事した場合は、登録消除！！ 

 ・更新手続きを行わず、専門員証の交付を受けていない者が、介護支援専門員として業務

を行った場合は、県が管理する名簿から、その者の登録を消除しなければなりません（介

護保険法第６９条の３９第３項）。 

 ・この場合、５年間は、再度介護支援専門員として登録することはできません。また、事

業所については、介護報酬の返還を求められる場合があります。 

・登録消除から５年間経過後、介護支援専門員として登録を受ける場合は、再度実務研修

を修了する必要があります。 

 

 

 

 

 

介護支援専門員証の更新手続きの徹底について 
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５．介護支援専門員名簿の登録事項の変更等各種届出について 

 ・介護支援専門員の登録申請や県外への移転申請、登録事項の変更等にかかる手続きは次

のとおりです。 
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① 各種申請様式一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

コピーしてお使いください！ 

 

県のＨＰからもダウンロードできます！ 
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（様式第１号） 

介護支援専門員登録申請書 

 

 

    年  月  日  

長崎県知事 様 

 

 

住  所： 

申請者  氏  名：                 

電話番号：    －    － 

             （日中の連絡先   －    －    ） 

 

 介護保険法施行規則第１１３条の７の規定により、同法第６９条の２第１項に規定する登

録を申請します。 

 また、介護保険制度の適正な実施を図るために必要があるときは、登録された事項を国及

び他の都道府県に提示することに同意します。 

 

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦     年 

   月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

住  所 

郵便番号    －      

フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 

フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

介護支援専門員実務研修修了年月日 年   月   日 

付書類 

□ 誓約書（様式第 2 号） 

□ 住民票の抄本 

＊ 氏名及び住所がわかる部分が記載されているもので、発行日から６ヶ月以内の 

もの 

＊ 県内に住所を有する方で、住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、県 

が直接確認することに同意いただければ添付は不要です。 

     同意の場合は右欄に○を記入してください。  同意する（     ） 

□  実務研修修了書の写し 
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（様式第２号） 

 

誓 約 書 

                                   年     月     日 

 

長崎県知事 様       

住 所： 

氏 名：                 

 

私は、介護保険法第６９条の２第１項各号に掲げる欠格事由に係る事実の有無については下記のとおり

であることを誓約します。 

 

 項目内容 該当の有無 

(該当する□にレ印を記入) 

1 心身の故障により介護支援専門員の業務を適正に行うことが

できない者 

（精神の機能の障害により介護支援専門員の業務を適正に行

うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこ

とができない者） 

□ 該当する □ 該当しない 

 

2 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者 

□ 該当する □ 該当しない 

 

3 介護保険法又は介護保険法施行令第３５条の２で定める法律

の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなるまでの者 

□ 該当する □ 該当しない 

 

4 登録の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著し

く不当な行為をした者 

□ 該当する □ 該当しない 

 

5 介護保険法第６９条の３８第３項の規定による禁止の処分を

受け、その禁止の期間中に第６９条の６第１号の規定により

その登録が消除され、まだその期間が経過しない者 

□ 該当する □ 該当しない 

 

6 介護保険法第６９条の３９の規定による登録の消除の処分を

受け、その処分の日から起算して５年を経過しない者 

□ 該当する □ 該当しない 

 

7 介護保険法第６９条の３９の規定による登録の消除の処分に

係る行政手続法(平成５年法律第８８号)第１５条の規定によ

る通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこ

とを決定する日までの間に登録の消除の申請をした者(登録の

消除の申請について相当の理由がある者を除く。)であって、

当該登録が消除された日から起算して５年を経過しない者 

□ 該当する □ 該当しない 

 

 

 



17 

 

（様式第３号） 

介護支援専門員登録移転申請書 

    年  月  日  

長崎県知事 様 

住  所： 

申請者  氏  名：                

電話番号：    －    － 

             （日中の連絡先   －    －    ） 

 介護保険法第６９条３の規定により、登録の移転を申請します。 

 また、介護保険制度の適正な実施を図るために必要があるときは、登録された事項を国及

び他の都道府県に提示することに同意します。 

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦     年 

   月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

住  所 

郵便番号    －      

フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 

フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

登録番号         
移転前の 

都道府県 

都・道 

府・県 

（注意事項） 

１ この申請書は、長崎県以外の都道府県の登録から長崎県の登録への移転申請に使用します。 

２ この申請書は、現在、登録している都道府県に提出してください。介護支援専門員証（介護支援専門員

登録証明書を含む）をお持ちの方は、あわせて提出してください。 

３ 介護支援専門員証の交付を受ける場合は、「介護支援専門員証交付申請書（登録移転）（様式第 10 号）」

をあわせて提出してください。 
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（様式第５号） 

介護支援専門員登録事項変更届出書 

    年  月  日  

長崎県知事 様 

住  所： 

届出者  氏  名： 

電話番号：    －    － 

             （日中の連絡先   －    －    ） 

 介護保険法第６９条の４の規定により、登録事項の変更を届け出ます。 

【変更前】 

登録番号          

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦       年 

     月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

住  所 

郵便番号    －      
フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 
フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

【変更後】 （変更があった項目のみ記入してください。） 

フリガナ   
変更する事項 

(該当する□にレ印) 

□ 住所 

□ 氏名 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

住  所 

郵便番号    －      
フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 
フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

添付書類 

（氏名変更の場合） 

□ 戸籍抄本 

 ＊ 変更前及び変更後の氏名がわかる部分が記載されているもので、発行日から６ヶ月以内

のもの 

（住所変更の場合） 

□ 住民票の抄本 

＊ 変更前及び変更後の住所がわかる部分が記載されているもので、発行日から６ヶ月以内 

のもの 

＊ 県内に住所を有する方で、住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、県が直接確認

することに同意をいただければ添付は不要です。 

   同意する場合は右欄に○を記入してください。  同意する（    ） 

注意事項）１ 氏名に変更があり、介護支援専門員証の交付を受けている場合は、記載事項の書換えが必要となりますの

で、「介護支援専門員証交付申請書（再交付・書換え）（様式第 8 号）」をあわせて提出してください。 
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（様式第６号） 

 

介護支援専門員死亡等届出書 

 

年  月  日  

長崎県知事 様 

 

住  所： 

届出者  氏  名： 

電話番号：    －    － 

             （日中の連絡先   －    －    ） 

 

 介護保険法第６９条の５の規定により、介護支援専門員について、次のとおり 

届け出ます。 

届出人と届出に係る介護支援専門員との 

関係 （該当する□にレ印を記入） 

□本 人 

□相続人  □後見人  □保佐人 

届出事由 

□ 介護支援専門員が死亡したため 

□ 介護支援専門員が成年被後見人となったため 

□ 介護支援専門員が被保佐人となったため 

□ 介護保険法第６９条の５第３号に該当したため 

  □ 介護保険法第６９条の２第１項第２号に該当するに至ったため 

  □ 介護保険法第６９条の２第１項第３号に該当するに至ったため 

届出が必要になった事由が発生した日  年    月    日 

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦     年 

   月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

住  所 

郵便番号    －      

フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 

フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

登録番号         
介護支援専門員証 

有効期間満了日 
年  月  日 

添付書類 

□ 届出に係る事由の発生を証明できる書類 

□ 介護支援専門員証（介護支援専門員登録証明書を含む。） 

  ＊ 交付されている方のみ 

（注意事項）  １「届出事由」欄は該当する事項の□にレ印を記入してください。 
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（様式第７号） 

 

介護支援専門員登録消除申請書 

 

 

    年  月  日  

長崎県知事 様 

 

 

住  所： 

申請者  氏  名： 

電話番号：    －    － 

             （日中の連絡先   －    －    ） 

 

 介護保険法第６９条の６第 1 号の規定に基づき、登録の消除を申請します。 

  

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦     年 

   月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

住  所 

郵便番号    －      

フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 

フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

登録番号         
介護支援専門員証 

有効期間満了日 
年  月  日 

添付書類 

 

□ 介護支援専門員証（介護支援専門員登録証明書を含む。） 

 

＊交付されている方のみ 

消除を 

申請す 

る理由 

 

 

 

 

 

 



21 

 

様式第８号） 

介護支援専門員証交付申請書（再交付・書換え交付） 

 

    年  月  日  

長崎県知事 様 

住  所： 

申請者  氏  名： 

電話番号：     －    － 

（日中の連絡先    －    －     ） 

 

 介護保険法施行規則第１１３条の２３および同条の２５の規定により、介護支援専門員証

の交付を申請します。 

 

◆手数料の納付方法（手数料 1,500 円を以下のいずれかの方法で納付すること） 

□ 電子納付（整理番号：              ） 

□ 手数料納付書（納付済証・照合票貼付を別紙に貼り付けること） 

 

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦     年 

   月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

個人番号             
個人番号通知書やマイナンバー

カード等に記載の 12 桁の番号 

住  所 

郵便番号    －      

フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 

フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

登録番号         
介護支援専門員証 

有 効 期 間 満 了 日  
      年   月   日 

申請理由 

□ 書換え（氏名の変更） 

□ 再発行（亡失・滅失（介護支援専門員証がなくなった）） 

□ 再発行（汚損（介護支援専門員証が使い物にならないほど汚れた）） 

□ 再発行（破損（介護支援専門員証が使い物にならないほど破れた）） 

添付書類 

□ 写真２枚（縦 3.0 ㎝×横 2.4 ㎝、白黒・カラーどちらでも可。） 

 ＊ ６月以内に撮影した無帽、正面、上半身、無背景のもの 

 ＊ １枚はこの申請書の写真貼付欄に貼り付けてください。もう一枚の裏面には氏

名及び登録番号を記入してください。 

□ 介護支援専門員証（原本） ＊亡失・滅失による再発行を除く 

【書換え交付申請のみ】 

□ 介護支援専門員登録事項変更届出書（別記様式第５号） 

□ 個人番号確認のため書類（以下 2 点のうちいずれかの一つを提出ください。） 

  ・個人番号カード（マイナンバーカード）の写し（両面） 

・通知カード（現在の氏名又は住所がカードの記載と異なる場合は、個人番号が 

記載された住民票）及び運転免許証やパスポート等の写真付き身分証明書の写し 

【書換え交付申請のみ】 

（注意事項） 

 亡失により再交付を受けた後に、亡失した介護支援専門員証を発見したときは、速やかに、返納してください。 

 

写真貼付欄 

縦 3.0 ㎝ 

横 2.4 ㎝ 
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別紙              

手数料納付済申出書 

申請者名  

納付した手数料の内容 

※領収証書から切り離した 

＜納付済証＞を貼付 

※手数料納付書の控え右側の 

＜納付済証 照合票＞を貼付 

 

 

（使用上の注意点） 

※ 手数料を手数料納付書で納付した場合に使用する用紙です。 

※ 手数料納付書以外の方法で手数料を納付した場合、本紙は提出不要です。 

※ 納付書の上側の太枠内に申請者の「氏名（名称）」を記入ください。 

※ 領収証書から切り離した＜納付済証＞と納付書の控え部分から切り離した 

＜納付済証 照合票＞の２つを貼付 

 

【県処理欄】 

□ 財務会計システムへの申請書等受付の登録 
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（様式第９号） 

介護支援専門員証交付申請書（新規・更新） 

 

    年  月  日  

長崎県知事 様 

住  所： 

申請者  氏  名：                 

電話番号：     －    － 

（日中の連絡先    －    －    ） 

 

 介護保険法第６９条の７及び同法第６９条の８の規定により、介護支援専門員証の交付を

申請します。 
 

 

◆手数料の納付方法（手数料 2,000 円を以下のいずれかの方法で納付すること） 

□ 電子納付（整理番号：          ） 

□ 手数料納付書（納付済証・照合票貼付を別紙に貼り付けること） 

 
 

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦     年 

   月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

個人番号             
個人番号通知書やマイナンバー

カード等に記載の 12 桁の番号 

住  所 

郵便番号    －      

フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 

フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

登録番号         
介護支援専門員証 

有 効 期 間 満 了 日 
      年   月   日 

添付書類 

□ 写真２枚（縦 3.0 ㎝×横 2.4 ㎝、白黒・カラーどちらでも可。） 

 ＊ ６月以内に撮影した無帽、正面、上半身、無背景のもの 

 ＊ １枚はこの申請書の写真貼付欄に貼り付けてください。 

   もう１枚の裏面には氏名及び登録番号を記入してください。 

□ 実務、専門研修課程Ⅰ・Ⅱ、更新研修、未経験・再研修、主任介護支援専門員更

新研修のいずれかを修了したことの証明書（写し） 

＊ 実務研修修了後、登録を受けた日から５年以内に新規交付申請をする場合は不要 

□ 介護支援専門員証（原本）＊実務研修修了による新規交付申請を除く 

□ 個人番号確認のため書類（以下 2 点のうちいずれかの一つを提出ください。） 

  ・個人番号カード（マイナンバーカード）の写し（両面） 

・通知カード（現在の氏名又は住所がカードの記載と異なる場合は、個人番号が 

記載された住民票）及び運転免許証やパスポート等の写真付き身分証明書の写し 

（注意事項）  

介護支援専門員登録申請書（別記様式第１号）と併せて申請する場合は、登録番号及びの介護支援専門員証 

有効期間満了日欄は記入の必要はありません。 

 

写真貼付欄 

 

縦 3.0cm 

横 2.4cm 
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別紙              

手数料納付済申出書 

申請者名  

納付した手数料の内容 

※領収証書から切り離した 

＜納付済証＞を貼付 

※手数料納付書の控え右側の 

＜納付済証 照合票＞を貼付 

 

 

（使用上の注意点） 

※ 手数料を手数料納付書で納付した場合に使用する用紙です。 

※ 手数料納付書以外の方法で手数料を納付した場合、本紙は提出不要です。 

※ 納付書の上側の太枠内に申請者の「氏名（名称）」を記入ください。 

※ 領収証書から切り離した＜納付済証＞と納付書の控え部分から切り離した 

＜納付済証 照合票＞の２つを貼付 

 

【県処理欄】 

□ 財務会計システムへの申請書等受付の登録 

 

 

 

 



25 

 

（様式第１０号） 

介護支援専門員証交付申請書（登録移転） 
    年  月  日  

長崎県知事 様 

 

住  所： 

申請者  氏  名：                 

電話番号：      －    － 

（日中の連絡先     －    －     ） 

 

 介護保険法第６９条の７の規定により、介護支援専門員証の交付を申請します。 

 

◆手数料の納付方法（手数料 2,000 円を以下のいずれかの方法で納付すること） 

□ 電子納付（整理番号：          ） 

□ 手数料納付書（納付済証・照合票貼付を別紙に貼り付けること） 
 

フリガナ   
生 年 

月 日 

西暦     年 

   月   日 氏  名 
（姓） 

 

（名） 

 

個人番号             
個人番号通知書やマイナンバー

カード等に記載の 12 桁の番号 

住  所 

郵便番号    －      

フリガナ 

都･道        郡        町 

府･県        市 

フリガナ 

（アパート･マンション･寮の名称･号室） 

 

登録番号         
介護支援専門員証 

有効期間満了日 
      年   月   日 

添付書類 

□ 写真２枚（縦 3.0 ㎝×横 2.4 ㎝、白黒・カラーどちらでも可。） 

 ＊ ６月以内に撮影した無帽、正面、上半身、無背景のもの 

 ＊ １枚はこの申請書の写真貼付欄に貼り付けてください。 

   もう１枚の裏面には氏名及び登録番号を記入してください。 

＊ 介護支援専門員登録移転申請書（様式第３号） 

＊ 転居後の住所地の住民票抄本（変更前及び変更後の住所がわかる部分が記

載されているもので、発行日から 6 ヶ月以内のもの） 

県内に住所を有する方で住民基本台帳ネットワークシステムを利用して県が直接確認する

ことに同意いただければ添付は不要です。 

  同意の場合は右欄に○を記入してください。同意する(       )     

＊氏名の変更がある場合は、戸籍抄本（変更前及び変更後の氏名がわかる部分が記載されて

いるもので、発行日から 6 ヶ月以内のもの）をあわせて提出してください。 

□ 個人番号確認のため書類（以下 2 点のうちいずれかの一つを提出ください。） 

  ・個人番号カード（マイナンバーカード）の写し（両面） 

・通知カード（現在の氏名又は住所がカードの記載と異なる場合は、個人番号が 

記載された住民票）及び運転免許証やパスポート等の写真付き身分証明書の写し 

（注意事項） 

新たな介護支援専門員証は、現在お持ちの介護支援専門員証（介護支援専門員登録証明書を含む。）と引換

えに交付します。 

 

写真貼付欄 

 

縦 3.0cm 

横 2.4cm 

 



26 

 

別紙              

手数料納付済申出書 

申請者名  

納付した手数料の内容 

※領収証書から切り離した 

＜納付済証＞を貼付 

※手数料納付書の控え右側の 

＜納付済証 照合票＞を貼付 

 

 

（使用上の注意点） 

※ 手数料を手数料納付書で納付した場合に使用する用紙です。 

※ 手数料納付書以外の方法で手数料を納付した場合、本紙は提出不要です。 

※ 納付書の上側の太枠内に申請者の「氏名（名称）」を記入ください。 

※ 領収証書から切り離した＜納付済証＞と納付書の控え部分から切り離した 

＜納付済証 照合票＞の２つを貼付 

 

【県処理欄】 

□ 財務会計システムへの申請書等受付の登録 
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    別 紙 １  

 

介護支援専門員証紛失届 
 

 

 

年   月   日 

 

 

長 崎 県 知 事     様 

 

 

                       住   所                   

                  氏   名                   

                     介護支援専門員登録番号            

 

 

 

 

 介護支援専門員証を紛失しましたので届け出ます。 

  なお、紛失した介護支援専門員証を発見したときは、速やかに返納します。 
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②県のホームページ、申請書の提出先・お問合せ先について 

 

 

このガイドブック及び申請様式は、 

以下のホームページからダウンロードできます。 

研修開催等の案内についても以下のホームページからご確認ください！ 

 

長崎県 長寿社会課のホームページ 

ＵＲＬ：https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/koreisha/shikaku/keamaneja/ 

 

検索ワード 

 

 長崎県長寿社会課 介護支援専門員 検索 

 

 

 

 

【申請書等の提出先、お問合せ先】  

〒８５０－８５７０ 長崎市尾上町３－１ 

長崎県 長寿社会課 介護人材確保推進班 

ＴＥＬ：095-895-2440 
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（参考） 

①介護支援専門員に関する法令（介護保険法） 

○介護支援専門員の定義 

 

（介護保険法（以下「法」という）第７条第５項） 

  介護支援専門員とは、要介護者又は要支援者（以下「要介護者等」という。）からの相談に応じ、

及び要介護者等がその心身の状況等に応じ適切な居宅サービス、地域密着型サービス、施設サ

ービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用できるよう市町村、居宅サ

ービス事業を行う者、地域密着型サービス事業を行う者、介護保険施設、介護予防サービス事

業を行う者、地域密着型介護予防サービス事業を行う者等との連絡調整を行う者であって、要

介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識及び技術を有するもの

として介護支援専門員証の交付を受けたものをいう。 

 

 

○介護支援専門員の登録 

（法第６９条の２） 

厚生労働省令で定める実務の経験を有する者であって、都道府県知事が厚生労働省令で定める

ところにより行う試験（以下「介護支援専門員実務研修受講試験」という。）に合格し、かつ、

都道府県知事が厚生労働省令で定めるところにより行う研修（以下「介護支援専門員実務研修」

という。）の課程を修了したものは、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事

の登録を受けることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する者については、この限

りでない。 

一 心身の故障により介護支援専門員の業務を適正に行うことができないものとして厚生労働

省令（※1）で定めるもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

三 この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定によ

り罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

四 登録の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者 

五 第 69条の 38第 3項の規定による禁止の処分を受け、その禁止の期間中に第 69条の 6

第 1号の規定によりその登録が消除され、まだその期間が経過しない者 

六 第 69条の 39の規定による登録の消除の処分を受け、その処分の日から起算して 5年を

経過しない者 

七 第 69条の 39の規定による登録の消除の処分に係る行政手続法（平成 5年法律第 88号）

第 15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定

する日までの間に登録の消除の申請をした者（登録の消除の申請について相当の理由があ

る者を除く。）であって、当該登録が消除された日から起算して 5年を経過しないもの 

２ 前項の登録は、都道府県知事が、介護支援専門員資格登録簿に氏名、生年月日、住所その

他厚生労働省令で定める事項並びに登録番号及び登録年月日を登載してするものとする。 

 

 

 

javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);


30 

 

（※１） 

〇介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第 36号） 

 第 113条の５の２ 

  法第 69条の２第 1項第 1号の厚生労働省令で定める者は、精神の機能の障害に 

より介護支援専門員の業務を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通 

を適切に行うことができない者とする。 

 

○登録の移転 

（法第６９条の３） 

登録を受けている者は、当該登録をしている都道府県知事の管轄する都道府県以外の都道府県

に所在する指定居宅介護支援事業者その他厚生労働省令で定める事業者若しくは施設の業務に

従事し、又は従事しようとするときは、当該事業者の事業所又は当該施設の所在地を管轄する

都道府県知事に対し、当該登録をしている都道府県知事を経由して、登録の移転の申請をする

ことができる。ただし、その者が第 69条の 38第 3項の規定による禁止の処分（業務従事禁

止処分）を受け、その禁止の期間が満了していないときは、この限りでない。 

 

 

 ○登録事項の変更の届出 

 （法第６９条の４） 

登録を受けている者は、当該登録に係る氏名その他厚生労働省令で定める事項に変更があった

ときは、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

 

 ○死亡等の届出 

 （法第６９条の５） 

登録を受けている者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合には、当該各号に定め

る者は、その日（第 1号の場合にあっては、その事実を知った日）から 30日以内に、その旨

を当該登録をしている都道府県知事又は当該各号に定める者の住所地を管轄する都道府県知事

に届け出なければならない。 

一 死亡した場合 その相続人 

二 成年被後見人又は被保佐人に該当するに至った場合 その後見人又は保佐人 

三 「禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなるまでの者」

又は「介護保険法その他保健・医療・福祉に関する法律・政令で定めるものの規定により

罰金の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなるまでの者」に該

当するに至った場合 本人 
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 ○申請等に基づく登録等の消除 

 （法第６９条の６） 

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、登録を消除しなければならない。 

一 本人から登録の消除の申請があった場合 

二 法第 69条の 5の規定による死亡等の届出があった場合 

三 法第 69条の 5の規定による死亡等の届出がなく、同条各号のいずれかに該当する事実が

判明した場合 

四 第 69条の 31の規定により合格の決定を取り消された場合 

 

 

○介護支援専門員証の交付等 

（法第６９条の７）   

登録を受けている者は、都道府県知事に対し、介護支援専門員証の交付を申請することが

できる。 

２ 介護支援専門員証の交付を受けようとする者は、都道府県知事が厚生労働省令で定めると

ころにより行う研修を受けなければならない。ただし、登録を受けた日から厚生労働省令

で定める期間以内に介護支援専門員証の交付を受けようとする者については、この限りで

ない。 

３ 介護支援専門員証の有効期間は、５年とする。（登録移転の申請とともに交付申請があっ

た場合により交付された介護支援専門員証を除く。） 

４ 介護支援専門員証が交付された後第 69条の 3の規定により登録の移転があったときは、

当該介護支援専門員証は、その効力を失う。 

５ 前項に規定する場合において、登録の移転の申請とともに介護支援専門員証の交付の申請

があったときは、当該申請を受けた都道府県知事は、同項の介護支援専門員証の有効期間

が経過するまでの期間を有効期間とする介護支援専門員証を交付しなければならない。 

６ 介護支援専門員は、登録が消除されたとき、又は介護支援専門員証が効力を失ったときは、

速やかに、介護支援専門員証をその交付を受けた都道府県知事に返納しなければならない。 

７ 介護支援専門員は、第６９条の 38第 3項の規定による禁止の処分（業務従事禁止処分）

を受けたときは、速やかに、介護支援専門員証をその交付を受けた都道府県知事に提出し

なければならない。 

８ 前項の規定により介護支援専門員証の提出を受けた都道府県知事は、同項の禁止の期間が

満了した場合においてその提出者から返還の請求があったときは、直ちに、当該介護支 援

専門員証を返還しなければならない。 
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 ○介護支援専門員証の有効期間の更新 

（法第６９条の８） 

介護支援専門員証の有効期間は、申請により更新する。 

２ 介護支援専門員証の有効期間の更新を受けようとする者は、都道府県知事が厚生労働省令

で定めるところにより行う研修（以下「更新研修」という。）を受けなければならない。

ただし、現に介護支援専門員の業務に従事しており、かつ、更新研修の課程に相当するも

のとして都道府県知事が厚生労働省令で定めるところにより指定する研修の課程を修了し

た者については、この限りでない。 

３ 法第69条の７第３項の規定は、更新後の介護支援専門員証の有効期間について準用する。 

 

 

 ○介護支援専門員証の提示 

（法第 69条の９） 

介護支援専門員は、その業務を行うに当たり、関係者から請求があったときは、介護支援専門

員証を提示しなければならない。 

 

   

○介護支援専門員の義務 

 （法第６９条の３４） 

介護支援専門員は、その担当する要介護者等の人格を尊重し、常に当該要介護者等の立場

に立って、当該要介護者等に提供される居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービ

ス、介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービス又は特定介護予防・日常生活

支援総合事業が特定の種類又は特定の事業者若しくは施設に不当に偏ることのないよう、

公正かつ誠実にその業務を行わなければならない。 

２ 介護支援専門員は、厚生労働省令で定める基準に従って、介護支援専門員の業務を行わ

なければならない。 

３ 介護支援専門員は、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門

的知識及び技術の水準を向上させ、その他その資質の向上を図るよう努めなければなら

ない。 

 

○名義貸しの禁止等 

   （法第６９条の３５）  

介護支援専門員は、介護支援専門員証を不正に使用し、又はその名義を他人に介護支援専門

員の業務のため使用させてはならない。 

 

 

  ○信用失墜行為の禁止 

（法第６９条の３６） 

介護支援専門員は、介護支援専門員の信用を傷つけるような行為をしてはならない。 
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  ○秘密保持の義務 

  （法第６９条の３７） 

介護支援専門員は、正当な理由なしに、その業務に関して知り得た人の秘密を漏らしてはな

らない。介護支援専門員でなくなった後においても、同様とする。 

 

 

○報告等 

（法第６９の３８） 

      都道府県知事は、介護支援専門員の業務の適正な遂行を確保するため必要があると認

めるときは、その登録を受けている介護支援専門員及び当該都道府県の区域内でその

業務を行う介護支援専門員に対し、その業務について必要な報告を求めることができ

る。 

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員又は当該都道府県の区域内で

その業務を行う介護支援専門員が第69条の34第1項又は第2項の規定に違反して

いると認めるときは、当該介護支援専門員に対し、必要な指示をし、又は当該都道府

県知事の指定する研修を受けるよう命ずることができる。 

３ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員又は当該都道府県の区域内で

その業務を行う介護支援専門員が前項の規定による指示又は命令に従わない場合には、

当該介護支援専門員に対し、一年以内の期間を定めて、介護支援専門員として業務を

行うことを禁止することができる。 

４ 都道府県知事は、他の都道府県知事の登録を受けている介護支援専門員に対して前 2

項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該介護支援専門員の登録

をしている都道府県知事に通知しなければならない。 

 

 

○登録の消除 

（法第６９条の３９） 

都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次の各号のいずれかに該当す

る場合には、当該登録を消除しなければならない。 

一 第 69条の 2第 1項第 1号から第三号までのいずれかに該当するに至った場合 

二 不正の手段により第 69条の 2第 1項の登録を受けた場合 

三 不正の手段により介護支援専門員証の交付を受けた場合 

四 前条第 3項の規定による業務の禁止の処分に違反した場合 

 

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次の各号のいずれかに該当す

る場合には、当該登録を消除することができる。 

一 第 69条の 34第 1項若しくは第 2項又は第 69条の 35から第 69条の 37ま

での規定に違反した場合 

二 前条第 1項の規定により報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をした

場合 

三 前条第 2項の規定による指示又は命令に違反し、情状が重い場合 
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３ 第69条の2第1項の登録を受けている者で介護支援専門員証の交付を受けていないも

のが次の各号のいずれかに該当する場合には、当該登録をしている都道府県知事は、当

該登録を消除しなければならない。 

一 第 69条の 2第 1項第 1号から第 3号までのいずれかに該当するに至った場合 

二 不正の手段により第 69条の 2第 1項の登録を受けた場合 

三 介護支援専門員として業務を行った場合 
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